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参考-1 ：「東日本大震災からの復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由来の

再生材の活用について（通知）」

（平成24年5月25日環境省環廃対発第120525001号 環廃産発第120525001号）
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参考-2： 維持管理に関する評価基準

岩手県復興資材活用マニュアル1）では、土中構造物の維持管理に対する物性値の評

価基準は下記の通り地盤材料試験の方法と解説2)に従うものとしている。

塩化物含有量： 土中構造物は土の塩化物含有量が 1 mg/g より大きい場合に腐食を

生じやすくなると言われている。

電気伝導率： 土の電気伝導率が 200 mS/m より大きい場合、土中構造物の腐食を

生じやすくなるとしている。用途にもよるが、200 mS/m を超える場

合は、洗浄等により 200 mS/m 以下にすることにより活用すること

ができる。

水素イオン濃度（pH）：土の pH が 6 より低いかまたは 9 より大きい場合には、土

中構造物が腐食を生じやすくなるとしている（鉄筋の腐食やコンク

リートの中性化）。中和材等による土中の pH 調整は可能であるが、

周辺環境への悪影響が懸念されるため、安易な採用は避けることが

望ましい。

以上 3 項目を判定指標として次のように定めている。

【判定指標】

3 項目とも満足する場合 → 区分 Ⅰ（腐食・劣化の問題なし）

1 つでも満足しない場合 → 区分 Ⅱ（用途に応じて利用）

3 項目とも満足しない場合 → 区分 Ⅲ（土中構造物を設置する場合は不適）

また、「地盤改良や安定処理等を行った場合の pH の取扱い」について次のように

規定している。

上記の pH の規定（6～9）は、地盤改良や安定処理等を行わないで復興資材を利用

する場合を想定している。材料品質に問題がある場合は、セメント系改良材等による

品質改善対策を実施することで利用が可能になる場合がある。この場合、pH の上限値

（pH =9）は適用しない。セメント系改良材による品質改善は、一般的に広く採用さ

れている工法である。さらに、経験的にも時間経過とともに、周辺地盤と同程度の pH

に戻ることが知られているので、ここでは適用しないこととした。ただし、河川・湖

沼・下水道等の公共用水域および地下水に改良土からの溶出水が流入するおそれのあ

る場合には、水質汚濁防止法による排水基準の pH の許容限度：5.8～8.6（海域 5.0～

9.0）に準拠し、覆土を施す等の施工上の配慮を行う必要がある。

参考文献

1) 岩手県復興資材マニュアル（改訂版）（平成25年2月 岩手県環境生活部）

2) 地盤材料試験の方法と解説 （平成21年11月25日 地盤工学会）
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参考-3 ：対象構造物と用途毎の要求品質

上部路床 下部路床 下部路体 上部路体 路床 路体

第1種 ◎ ◎ ◎ （◎） （◎） （◎） （◎） ◎ ◎

第1種改良土 ◎ ◎ ◎ （◎） （◎） （◎） （◎） ◎ ◎

第2a種 ◎ ◎ ◎ （◎） （◎） （◎） （◎） ◎ ◎

第2b種 ◎ ◎ ◎ （◎） （◎） （◎） （◎） ◎ ◎

第2種改良土 ◎ ◎ ◎ （◎） （◎） （◎） （◎） ◎ ◎

第3a種 ○ ◎ ○ （○） （○） （◎） （◎） ○ ◎

第3b種 ○ ◎ ○ （○） （○） （◎） （◎） ○ ◎

第3種改良土 ○ ◎ ○ （○） （○） （◎） （◎） ○ ◎

第4a種 ○ ○ ○ （○） （○） （○） （○） ○ ○

第4b種 △ ○ △ （△） （△） （○） （○） △ ○

第4種改良土 △ ○ △ （△） （△） （○） （○） △ ○

泥土a △ ○ △ （△） （△） （○） （○） △ ○

泥土b △ △ △ （△） （△） （△） （△） △ △

泥土c × × × （×） （×） （△） （△） × △

最大粒径 50 mm以下 100 mm以下 （100 mm以下） 100 mm 150 mm － － － －

粒度 F c
≦25％ －

（細礫分以下≧25％）

（F c≦25％）
－ － － － － －

コンシステンシー － － （I p≦10） － － － － － －

強度 規定のCBR以上
通常の施工性が確保できるも
の

圧縮性の小さい材料 － － － － 規定のCBR以上 －

施工含水比 監督員の指示 －
最適含水比とD c90％の得られ

る湿潤側の含水比の範囲

最適含水比とD c≧90％の得ら

れる湿潤側の含水比の範囲

最適含水比とD c≧90％の得ら

れる湿潤側の含水比の範囲

締固め度 D c
≧90％ － D c

≧90～95％

-75μm＜20％：D c≧97％

20％≦-75μm＜50％：v a
≦13％

50％≦-75μm：v a≦8％

-75μm＜20％：D c≧92％

20％≦-75μm＜50％：va
≦13％

50％≦-75μm：v a≦8％

-75μm＜20％：D c≧92％

20％≦-75μm＜50％：v a
≦13％

50％≦-75μm：v a≦8％

-75μm＜20％：D c≧92％

20％≦-75μm＜50％：v a
≦13％

50％≦-75μm：v a≦8％

D c
≧90～95％ D c

≧90％

空気間隙率
または飽和度

－ － － － － － － －
粘性土 v a≦10％、S r≧85％

砂質土 v a≦15％

1層の仕上り厚さ
30 cm

（路床部20 cm以下）
30 cm以下 20 cm以下 20 cm以下 20 cm以下 30 cm以下 30 cm以下 20 cm以下 30 cm以下

その他 － － －

仕様最小密度における
修正CBR：10以上

スレーキング率：50％以下

仕様最小密度における
修正CBR：5以上

－
仕様最小密度における
修正CBR：2.5以上

－ －

建設省「建設省総合技術開発
プロジェクト建設事業の廃棄物
利用技術の開発概要報告書」

S61.11

（社）公共建築協会「公共建築
工事標準仕様書平成16年版」

H16.3
「建築工事監理指針」H17.3

（社）日本道路協会「道路土工-

盛土工指針 改訂版」H.22.04

（社）日本道路協会「道路土工-

盛土工指針改訂版」H.22.04

（社）日本道路協会「道路土工-

盛土工指針 改訂版」H.22.04

埋設管下部への充填性、圧縮
性、埋設物への影響を考慮す
る。

1）締固めが容易で圧縮性が小

さい。

2）排水性が良い。

3）水の浸透による強度低下が

少ない。

1）十分な強度と支持力を持つ

もの。

2）変形量が少ない。

3）水が浸透しても膨潤や強度

低下を起こしにくい。

1）敷均し・締固めの施工が容

易で、締固めた後の強度が大
きい。

2）圧縮性が少ない。

3）浸食に対して強い。

4）吸水による膨潤性が低い。

第
1

種

発
生
土

第
2

種

発
生
土

第
3

種

発
生
土

第
4

種

発
生
土

NEXCO「設計要領第1集 土工編」H24.7 NEXCO「設計要領第1集 土工編」H24.7

締固め度および所定のたわみ規定を満足する含水比 自然含水比またはトラフィカビリティが確保できる含水比

*1 適用用途標準：「建設汚泥処理土利用技術基準」H18.6 を参照し追記。

【凡 例】
◎ ：そのままで利用可能なもの ○ ：適切な土質改良（含水比低下、粒度調整、機能付加・補強、安定処理等）を行えば使用可能なもの

△ ：評価が○のものと比較して、土質改良にコストおよび時間がより必要なもの × ：良質土と混合を行わない限り土質改良を行っても使用が不適なもの

（） ：同類の利用により考えられる土質区分

*2 用途ごとの要求品質：「建設汚泥再生利用指針検討委員会報告書」H18.3 を参照し追記。

【凡 例】

Fc ： 細粒分含有率、I p ： 塑性指数、q c ： コーン指数、D c ： 締固め度、v a ： 空気間隙率、S r ： 飽和度、－ ： 特に規定なし、（） ： 望ましい値

一般道

道路盛土
工作物

の埋戻し

建築物

の埋戻し

土木構造物

の埋戻し
高速道路

基準等

必要条件・注意点

対象構造物と用途毎の要求品質一覧表 （１／３）

「岩手県復興資材活用マニュアル（改訂版） 」平成25年2月

1）岩隗を用いる場合はモデル施工により仕様を決定 1）岩隗を用いる場合はモデル施工により仕様を決定

用 途

材
料
規
定

施
工
管
理
規
定

適
用
用
途
標
準
*1

用
途
ご
と
の
要
求
品
質
*2

泥
土
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高規格堤防 一般堤防 宅地造成 公園・緑地造成 海面埋立 護岸施設

第1種 ◎ ○ ◎ ◎ （◎） ◎ ◎ ◎

第1種改良土 ◎ ○ ◎ ◎ （◎） ◎ ◎ ◎

第2a種 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ◎ ◎ ◎

第2b種 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ◎ ◎ ◎

第2種改良土 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ◎ ◎ ◎

第3a種 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ○ ◎ ◎

第3b種 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ○ ◎ ◎

第3種改良土 ◎ ◎ ◎ ◎ （◎） ○ ◎ ◎

第4a種 ○ ○ ○ ○ （◎） ○ ○ ◎

第4b種 ○ ○ ○ ○ （◎） △ ○ ◎

第4種改良土 ○ ○ ○ ○ （◎） △ ○ ◎

泥土a ○ ○ ○ ○ （○） △ ○ ○

泥土b △ △ △ △ （○） △ △ ○

泥土c × × × △ （△） × × △

最大粒径 100 mm以下 （150 mm以下）
100 mm以下

（転石300 mm以下）
－ － － 300 mm程度 － －

粒度
φ37.5 mm以上の混入率

40％以下
（F c=15～50％）

φ37.5 mm以上の混入率

40％以下
－ － － － － －

コンシステンシー － － － － － － － － －

強度 q c≧400 kN/m2 －
q c≧400 kN/m2

場合によりq c≧200 kN/m2
－ － －

上部盛土について

K 30≧700 MN/m2 － －

施工含水比
最適含水比より湿潤側で、規定の乾燥密
度が得られる範囲

D c≧90％の得られる湿潤側の含水比の範

囲
最適含水比に近い状態 － － － D c≧90％の得られる範囲 最適含水比付近 －

締固め度

RI計測

締固め度平均値D c≧90％

砂置換法

締固め度最低値D c≧85％

締固め度平均値D c≧90％

締固め度最低値D c≧80％

RI計測：D c≧87％

砂置換法：D c≧85％
－ － － D c≧90～95％ 90％以上 －

空気間隙率
または飽和度

粘性土 v a≦ 2～10％、S r≧85～95％

砂質土 v a≦15％

粘性土 v a≦ 2～10％、S r≧85～95％

砂質土 v a≦15％

RI計測：v a≦13％

砂置換法：v a≦15％
－ － －

粘性土

v a≦10～15％

S r＝85～95％

v a＝1～10％
－

1層の仕上り厚さ 30 cm以下 30 cm以下
撒出し厚さ

30～50 cm
－ － － 30 cm程度

一般的な土工：30 cm以下、空港高盛土等では

試験施工の成果を設計・施工に反映させるもの
とし、撒出し厚さは

土砂：10～50 cm

軟岩：30～50 ｃｍ

硬岩：最大粒径の1.5倍程度ただし、1 m以下

－

その他 q c≧400 kN/m2 － － － － － － － －

（財）リバーフロント整備センター「高規格
堤防盛土設計・施工マニュアル」H12.3

（財）国土開発技術研究センター「河川土
工マニュアル」H5.6

UR都市機構「基盤整備工事共通

仕様書・施工関係基準 平成24年

度版」H24.9
－

（社）日本港湾協会
港湾の施設の技術上の基準・同解

説

（社）日本港湾協会
港湾の施設の技術上の基準・同解

説

運輸省鉄道局監修鉄道総合研究
所編「鉄道構造物等設計標準・同

解説 土構造物」H4.10

（社）港湾空港建設技術サービスセンター「空港
土木工事共通仕様書」H16.4、「空港土木施設

施工要領」H11.9
－

粒度組成は、「河川土工マニュアル」H5.6

に示されている粒度組成の適用範囲内に
あることが望ましい。
表土材料は宅地造成と同様の観点で留意

する必要。

1）敷き均し、締固めの施工が容易で締固

め後の強度が大きい。

2）圧縮性が少ない。

3）浸食に対して強い。

4）吸水による膨潤性の低いこと。

1）施工が容易。

2）せん断強さが大きい。

3）圧縮性が小さい。

ただし、上記以外のものでも土質
改良や使用場所を工夫することに

よって利用が可能。

構造基盤の造成は、一般堤防や
宅地造成に用いる発生土の品質
に準じることを原則とする。

各施設の要求性能を満足する検
討を行い、適切な材料を用いること
が必要。

埋立て材料として、廃棄物を用い
る場合は、「廃掃法」、「海防法」に
準拠する。

各施設の要求性能を満足する検
討を行い、適切な材料を用いること
が必要。

利用目的（緑地・ゴルフ場・グラン
ド等、工場・倉庫・宅地等、商業ビ
ル・集合住宅等）が明確な場合、

その用途に応じて沈下の許容量を
明確にすることで埋め立てに用い
る材料が決定される。

施
工
管
理
規
定

適
用
用
途
標
準
*1

港湾施設
鉄道盛土 空港盛土 水面埋立

*1 適用用途標準：「建設汚泥処理土利用技術基準」H18.6 を参照し追記。

【凡 例】
◎ ：そのままで利用可能なもの ○ ：適切な土質改良（含水比低下、粒度調整、機能付加・補強、安定処理等）を行えば使用可能なもの
△ ：評価が○のものと比較して、土質改良にコストおよび時間がより必要なもの × ：良質土と混合を行わない限り土質改良を行っても使用が不適なもの

（） ：同類の利用により考えられる土質区分

*2 用途ごとの要求品質：「建設汚泥再生利用指針検討委員会報告書」H18.3 を参照し追記。

【凡 例】

F c ： 細粒分含有率、I p ： 塑性指数、q c ： コーン指数、D c ： 締固め度、v a ： 空気間隙率、S r ： 飽和度、－ ： 特に規定なし、（） ： 望ましい値

基準等

必要条件・注意点

河川堤防 土地造成

第
3

種

発
生
土

第
4
種

発
生
土

用
途
ご
と
の
要
求
品
質
*2

泥
土

対象構造物と用途毎の要求品質一覧表 （２／３）
「岩手県復興資材活用マニュアル（改訂版） 」平成25年2月

用 途

材
料
規
定

第
1
種

発
生
土

第
2

種

発
生
土

－

－ － －
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基礎工

上部 下部 砂 砕石 サンド（砂） グラベル（砕石）

粒度 － － －

・75 μm通過率≦3％

・D 85 ： 1～5 mm

・D 15 ： 0.1～0.75 mm

粒度範囲

50 mm 100％

40 mm 95 ～100％

20 mm 50 ～ 80％

5 mm 15 ～ 40％

2.5 mm 5 ～ 25％

0.1 mm 0 ～ 15％

0.075 mm 0 ～ 5％

・75 μm通過率≦3％

・D 85 ： 1～5 mm

・D 15 ： 0.1～0.75 mm

粒度範囲

50 mm 100％

40 mm 95 ～100％

20 mm 50 ～ 80％

5 mm 15 ～ 40％

2.5 mm 5 ～ 25％

0.1 mm 0 ～ 15％

0.075 mm 0 ～ 5％

強度

圧縮強さ（N/cm2）

硬岩：4903.3以上

準硬岩：4903.3 ～ 980.66

軟岩：980.66未満

－ － － －
せん断抵抗角：25 °

荷重分担比：3

せん断抵抗角：35 °

荷重分担比：3

その他

【形 状】
うすっぺらなもの、細長いものであってはな
らない。
※）うすっぺら：厚さが幅の1/2以下

※細長：長さが幅の3倍以上

【見掛比重（g/cm3）】

硬岩：約2.7 ～ 2.5

準硬岩：約2.5 ～ 2

軟岩：約2未満

【吸水率（％）】
硬岩：5未満

準硬岩：5～ 15

軟岩：15以上

【土壌の物理性】
土壌硬度：≦23mm

飽和透水係数：1×10-4～1×10-1 cm/s

有効水分保持率：80～300 L/m3

【土壌の化学性】
pH：4.5～7.5

塩基置換容量：≧6 me/100 g

電気伝導率：≦0.1～1.0 mS/cm

腐植含量：≧5％

全窒素：0.07～0.3％

有効態リン酸：≧5 mg/100 g

交換性カリウム：≧0.2 me/100 g

交換性カルシウム：5～20 me/100 g

交換性ナトリウム：ESP≦15％

塩素：≦0.1％

ジピリジル反応：≦＋

【土壌の物理性】
土壌硬度：≦23 mm

飽和透水係数：1×10-4～1×10-1 cm/s

有効水分保持率：80～300 L/m3

【土壌の化学性】
pH：4.5～8.0

電気伝導度：≦1.5 mS/cm

全窒素：≦0.3％

交換性カルシウム：≦20 me/100 g

交換性ナトリウム：ESP ≦15％

塩素：≦0.1％

ジピリジル反応：≦＋

－ － － －

施工含水比 － － － － － － －

締固め度 － － － － － － －

空気間隙率
または飽和度

－ － － － － － －

1層の仕上り厚さ － － － － － － －

その他 － － － － － － －

日本工業規格 JIS A 5006：1995「割ぐり

石」

施
工
管

理
規
定

運輸省港湾局監修「港湾緑地の植栽設計・施工マニュアル」H11.5

捨石
バーチカルドレーン（中詰材） コンパクションパイル

NEXCO「設計要領第1集 土工編」H24.7 NEXCO「設計要領第1集 土工編」H24.7

地盤改良

フィルターとして長期にわたり十分な通水能力を発揮し、目詰まりなどの起こ
らない材料であること。

基準等

必要条件・注意点

対象構造物と用途毎の要求品質一覧表 （３／３）

【凡 例】
ESP：交換性ナトリウム/塩基置換容量×100%

ジピリジル反応：+++：即時に明紫味赤、++：即時に鈍い赤紫、＋：数十秒で紫味灰、±：数分以上で紫味灰

D 85 ： 通過重量百分率85％に相当する粒径、D 15 ： 通過重量百分率15％に相当する粒径、ESP ： 交換性ナトリウム/塩基置換容量×100％

材
料
規
定

用途ごとの要求品質

植栽工

植栽基盤
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参考-4 ：復興資材と循環資材を混合した盛土実証試験

試験概要

高度選別された津波堆積土（宮城県気仙沼ブロック気仙沼処理区の処理土 10 mm ふ

るい通過分、以下津波堆積土と呼ぶ）および津波堆積土とコンクリート再生砕石（宮

城県気仙沼ブロック気仙沼処理区の破砕がれき 40 mm ふるい通過分、以下再生砕石と

呼ぶ）ならびに各種循環資材の混合土による復興資材活用実証試験を行った。

実証試験に用いた材料は、下記の 5 材料であり各材料の室内および原位置試験を行

い、復興資材としての品質および施工性ならびに環境安全性を確認するものである。

・ 津波堆積土の単体材料（以下、材料名を TD と称す）。

・ 津波堆積土と再生砕石の混合土（以下、材料名を TR と称す）。

・ 津波堆積土と石炭灰（東北電力㈱原町火力発電所産クリンカーアッシュ）の混

合土（以下、材料名を TC と称す）。

・ 津波堆積土と製鋼スラグ（新日鐵住金㈱君津製鉄所産）の混合土（以下、材料

名を TS と称す）。

・ 津波堆積土と製紙スラッジ焼却灰（日本製紙㈱岩沼工場産）を主原料とした石

灰系固化材の混合土（以下、材料名を TP と称す）。

土質改良方法

津波堆積土と再生砕石および循環資材の混合は、均一な混合攪拌が可能である一軸

式油圧連続式ミキサーにより行った。TR材料の混合比率は容積比で1：0.2（＝津波堆

積土：再生砕石）、津波堆積土と循環資材は津波堆積土のジッキングによるかさ密度を

基本とし、混合割合を100 kg/m3とした。

室内基本物性試験

津波堆積土および混合土の室内基本物性値を総括して表-参.1 に示す。



79

表-参.1 基本物性試験結果一覧表

粒度組成

図-参.1 各材料の粒度特性

TD TR TC TS TP

0
0.2

(容積比)
100 100 100

ρ
s g/cm3 2.683 2.724 2.645 2.766 2.672

w
n ％ 34.7 25.3 27.6 25.5 25.6

最大粒径 mm 26.5 37.5 37.5 19.0 37.5

礫分 ％ 22.0 31.8 26.4 25.8 22.1

砂分 ％ 32.1 29.8 46.1 32.7 34.3

細粒分 ％ 45.9 38.4 27.5 41.5 43.6

U
c - - - - -

U
c

' - - - - -

細粒分質礫質砂 細粒分質砂質礫 細粒分質礫質砂 細粒分質礫質砂 細粒分質礫質砂

(SFG) (GFS) (SFG) (SFG) (SFG)

％ 12.2 11.7 11.0 11.4 15.0

％ 8.7 6.8 8.9 9.0 11.5

％ 4.2 2.9 4.4 4.3 5.7

5 mm以上 ％ 1.1 0.8 1.5 1.2 1.6

2～5 mm ％ 1.6 1.1 1.3 2.0 2.5

合計 2.6 1.9 2.8 3.2 4.1

9.6 9.9 9.6 11.1 12.6

A-c c A-c A-c A-c

ρ
d max

g/cm3 1.414 1.500 1.400 1.395 1.212

w
opt ％ 29.9 25.0 30.5 30.2 35.3

設計ＣＢＲ 2.1 8.8 4.4 6.1 38.2

CUb CUb CUb CUb CUb

c kN/m2 71.4 28.1 33.2 25.5 26.0

φ ° 23.0 29.8 28.2 26.0 26.7

c' kN/m2 58.4 31.7 24.0 23.6 21.6

φ' ° 32.6 36.6 38.7 35.2 37.5

混合土 母材：TD

最適含水比

土粒子の密度

含水比

改質剤配合量 kg/m3

方法

最大乾燥密度締固め

土懸濁液のｐH

均等係数

曲率係数

可燃物混入率
（手選別）

75 μm未満
粒度組成

強熱減量

分類名

D max

75〜2.0 mm

2.0〜0.075 mm

名 称

記号
地盤の工学的分類

強熱温度 750 ℃

強熱温度 600 ℃

強熱温度 330 ℃

三
軸

試験方法

全

有効

粘着力

せん断抵抗角

粘着力

せん断抵抗角

0

20

40

60

80

100

0.001 0.01 0.1 1 10 100

通
過

質
量

百
分

率
（

%
）

粒径（mm）

TD

TR

TC

TS

TP

再生砕石

石炭灰

製鋼スラグ

粗礫

0.005 0.075 0.250 0.850 2 4.75 75

粘土 シルト

19

細砂 中砂 粗砂 細礫 中礫
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図-参.2 各材料の三角座標による表示

各材料の粒度組成は粒径加積曲線（図-参.1）および三角座標表示（図-参.2）に示

したように、津波堆積土および混合土の細粒分含有率は（Fc）は 50%以下であり日本

統一分類の細粒分質礫質砂（SFG）と細粒分質砂質礫（GFS）に区分される。

強熱減量および可燃物混合率

強熱減量試験は、J IS A 1226 : 2009 に準拠して行った。ただし、加熱温度を同基準

で規定されている 750±50℃、熱しゃく減量試験（「一般廃棄物処理事業に対する指導

に伴う留意事項について」（平成 2 年衛環第 22 号環境整備課長通知別紙 2）で規定さ

れている 600±25℃、および紙等の有機物の発火点を参考とした 330±25℃の 3 水準と

した。また、2 mm および 5 mm ふるい残留分を手選別して可燃物混入率を求めた。写

真-参.1 は、各材料の手選別後の試料の状況を示したものである。

0

0

100

100

15

85

0

15

85

50 50

100

50

TD

TR

TS

TC

TP

再生砕石

石炭灰

製鋼スラグ

砂分(0.075～2 mm)(%)

Fm

{GF} {SF}

{G} {GS} {SG} {S}
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写真-参.1 2mm 以上選別後の試料
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強熱温度を変えた可燃物混入率と強熱減量の関係を図-参.3 に示す。強熱減量は、

可燃混入率の値より高い結果となっている。

図-参.3 強熱温度を変えた可燃物混入率と強熱減量の関係

締固め特性および強度特性

通常の締固め試験（締固めエネルギー：1.0Ec）を実施した。TDは、最大乾燥密度

としてρdmax＝1.414 g/cm3、TRでは1.500 g/cm3、TCは1.400 g/cm3、TSは1.395 g/cm3、TP

は1.212 g/cm3が得られた。また、含水比の変化による強度特性を調べるために、締固

め曲線（締固めエネルギー：1.0Ec）上の密度と含水比の関係において、最適含水比（wopt）、

D値90％湿潤側含水比（D90wwet）、最適含水比と湿潤側含水比の中間点および採取時自

然含水比（wn）の締固め状態でCBR値を計測した。図-参.4に示すようにCBR値は含水

比が最適含水比を超えると急激に低下することがわかる。また、圧密非排水条件で実

施した三軸圧縮試験で得られた強度定数は、図-参.5および表-参.2に示すように砂質

～礫質土と同程度の値が得られており、堤防や道路盛土への活用が十分可能な強度を

有していることが確認された。

図-参.4 締固め曲線および CBR 値の関係
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図-参.5 三軸圧縮試験結果

表-参.2 各材料のせん断強度

項目 TD TR TC TS TP

c (kN/m2) 58.4 31.7 24.0 23.6 21.6

φ’ (° ) 32.6 36.6 38.7 35.2 37.5

透水性

締固め曲線に対応した締固め条件で実施した透水試験より、各材料の透水性を把握

した。得られた透水係数は、図-参.6に示すようにk＝1×10-6~10-9 m/sの範囲にあり、

半透水～不透水性材料の透水性を持つことが確認され、堤防などの水利構造物の築堤

材料として活用が見込まれる。また、各材料の透水係数の最小値が得られる締固め条

件は、一般的な土質材料の特性と一致しており、最適含水比より若干高い含水比での

締固め状態で得られる。
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図-参.6 締固め特性と透水係数の関係

現地盛立試験

一般土工における転圧の標準仕様により（撒出し機種：7t級ブルドーザーによる敷

均し、10 t級タイヤローラー転圧、仕上がり厚30 cm、転圧回数：4～8回）により現地

盛立試験を行い施工性の確認を行った。撒き出し厚さと仕上がり厚さの関係は図-

参.7に示すとおりであり、撒き出し厚さを35～39 cmで行えば仕上がり厚さは30 cm以

下となることが確認された。また、図-参.8に示すとおり、津波堆積土の自然含水比

はD値90％の湿潤側(D90wwet)の含水比状態にあるが、再生砕石、石炭灰、鋼製スラグを

混合することにより最適含水比(wopt)状態に改良された。TPでは、固化反応によりさら

に含水比が低下して”パサパサ”した状態になり、施工性が低下して十分な締固め効果

が得られなかった。
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図-参.7 撒き出し厚と仕上がり厚の関係
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図-参.8 締固め曲線と現地締固めの関係
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現場密度測定（RI）

転圧仕様 項目 Max Min Avg

ρ d 1.358 1.243 1.287

w 39.3 34.2 37.2

ρ d 1.366 1.261 1.308

w 38.8 34.5 37.0

ρ d 1.421 1.235 1.310

w 39.7 32.2 36.4

○N=4回

△N=6回

□N=8回

現場密度測定（砂置換）

ρ d 1.315 1.279 1.295

w 36.3 35.3 35.7
▲N=6回

TD

ρd max 1.414 g/cm
3

wop t 29.9 ％

TR

ρd max 1.500 g/cm
3

wop t 25 ％

現場密度測定（RI）

転圧仕様 項目 Max Min Avg

ρ d 1.511 1.398 1.456

w 26.8 22.6 25.0

ρ d 1.573 1.368 1.476

w 27.2 21.2 24.5

ρ d 1.563 1.398 1.481

w 28.9 21.4 24.8

○N=4回

△N=6回

□N=8回

現場密度測定（砂置換）

ρd 1.506 1.395 1.441

w 26.3 23.2 25.1
■N=8回

TC

ρ d max 1.400 g/cm
3

wop t 30.5 ％現場密度測定（RI）

転圧仕様 項目 Max Min Avg

ρd 1.376 1.211 1.288

w 34.4 27.0 31.2

ρd 1.386 1.256 1.309

w 33.2 28.4 31.1

ρd 1.377 1.264 1.334

w 33.8 29.1 31.0

○N=4回

△N=6回

□N=8回

現場密度測定（砂置換）

ρd 1.319 1.251 1.280

w 32.5 28.8 30.9
▲N=6回

TS

ρ d max 1.395 g/cm
3

wop t 30.2 ％

現場密度測定（RI）

転圧仕様 項目 Max Min Avg

ρd 1.345 1.195 1.278

w 30.0 23.8 27.1

ρd 1.370 1.261 1.306

w 29.0 24.8 27.0

ρd 1.399 1.279 1.327

w 28.9 23.7 26.6

○N=4回

△N=6回

□N=8回

現場密度測定（砂置換）

ρd 1.297 1.249 1.275

w 26.7 25.0 26.0
■N=8回

TP

ρd max 1.212 g/cm
3

wop t 35.3 ％

現場密度測定（RI）

転圧仕様 項目 Max Min Avg

ρ d 1.073 0.957 1.009

w 30.5 27.1 28.6

ρ d 1.135 0.953 1.058

w 30.6 24.5 27.6

ρ d 1.168 0.997 1.051

w 30.8 23.4 28.1

○N=4回

△N=6回

□N=8回

現場密度測定（砂置換）

ρ d 1.010 0.992 1.003

w 27.8 26.5 27.2
■N=8回
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図-参.9(1) 転圧回数と締固め度の関係（TD）

図-参.9(2) 転圧回数と締固め度の関係（TR）
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図-参.9(3) 転圧回数と締固め度の関係（TC）

図-参.9(4) 転圧回数と締固め度の関係（TS）
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図-参.9(5) 転圧回数と締固め度の関係（TP）

図-参.9に現地盛立試験結果の一例を示す。同図は、転圧回数（N）と締固め度（D

値）、空気間隙率（va値）との関係に、測定されたD値のヒストグラムを示している。

この図から、転圧回数の増加に伴い測定値の平均D値（図中実線）は増加するが、各

転圧回数のD値のばらつき（標準偏差:σ）があり、転圧回数を増やしても同様な幅を

示していることがわかる。このことは、原位置締固めにおける材料の密度のばらつき

は、転圧エネルギーの増加に伴い変化しないことを意味している。このような傾向は、

高速道路盛土の盛立試験においても観測されており、高速道路の管理においては現場

で必然的に生じる材料変化に伴う密度のばらつきを容認し、迅速に現場密度測定を可

能にしたRI法の導入によって施工ヤードの多数点測定による平均値管理を採用してい

る。

現地強度確認試験

現場CBR試験を行い転圧盛土の強度を把握した。図-参.10に示すとおりTDとそれ

以外の試料の室内および現場の強度特性はほぼ一致しており、一般土と類似した傾向

を示している。また、図-参.11に示すとおり現場CBR試験における強度増加は、盛立2

ヶ月後において2～5倍の値を示すが、その後の強度増加は顕著でない。
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図-参.10 現場 CBR と室内 CBR（設計 CBR）の対比

図-参.11 経過日数による現場 CBR 試験の強度増加
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参.3に試験結果を示すが、TPのふっ素の土壌溶出量が基準値を満足しないが、その他
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表-参.3(1) 土壌溶出量試験結果（mg/L）

特定有害物質※1 ) 汚染状態に

関する基準※2 )
TD TR TC TS TP

四塩化炭素 0.002 以下 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満

1,2-ジクロロエタン 0.004 以下 0.0004 未満 0.0004 未満 0.0004 未満 0.0004 未満 0.0004 未満

1,1-ジクロロエチレン 0.02 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

シス-1,2-ジクロロエ

チレン
0.04 以下 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満

1,3-ジクロロプロペン 0.002 以下 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満

ジクロロメタン 0.02 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

テトラクロロエチレン 0.01 以下 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満

1,1,1-トリクロロエタン 1.0 以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 以下 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満

トリクロロエチレン 0.03 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

ベンゼン 0.01 以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

カドミウム 0.01 以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満

六価クロム化合物 0.05 以下 0.01 未満 0.01 0.01 未満 0.01 未満 0.01

シアン化合物 検出されないこと 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず

水銀 検出されないこと※3 ) 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満

セレン 0.01 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

鉛 0.01 以下 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 0.005

砒素 0.01 以下 0.009 0.009 0.009 0.009 0.005 未満

ふっ素 0.8 以下 0.14 0.10 0.15 0.39 1.4

ほう素 1.0 以下 0.13 0.08 0.16 0.04 0.02 未満

シマジン 0.003 以下 0.0003 未満 0.0003 未満 0.0003 未満 0.0003 未満 0.0003 未満

チオベンカルブ 0.02 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満

チウラム 0.006 以下 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満

ポリ塩化ビフェニル

（PCB）

検出されないこと 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず

有機りん化合物 検出されないこと 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず 検出されず

※1) 第 2 種特定有害物質については、それぞれについて、化合物を含む。

※2) 汚染状態に関する基準とは、土壌汚染対策法施行規則第 31 条の土壌溶出量基準及び土壌含有量基準

を示す。

※3) 水銀が 0.0005 以下、かつ、アルキル水銀が検出されないこと。
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表-参.3(2) 土壌含有量試験結果（mg/kg）

特定有害物質※1 )
汚染状態に

関する基準※2 )
TD TR TC TS TP

カドミウム 150 以下 5 未満 5 未満 5 未満 5 未満 5 未満

六価クロム化合物 250 以下 2 未満 2 未満 2 未満 2 未満 2 未満

シアン化合物 50 以下 1 未満 1 未満 1 未満 1 未満 1 未満

水銀 15 以下※3 ) 0.05 未満 0.05 未満 0.05 未満 0.05 未満 0.05 未満

セレン 150 以下 0.5 未満 0.5 未満 0.5 未満 0.5 未満 0.5 未満

鉛 150 以下 33 21 29 31 53

砒素 150 以下 8.5 8.0 7.3 8.6 9.6

ふっ素 4,000 以下 76 80 72 97 110

ほう素 4,000 以下 10 8.0 10 17 15

※1) それぞれについて、化合物を含む。

※2) 汚染状態に関する基準とは、土壌汚染対策法施行規則第 31 条の土壌溶出量基準及び土壌含有量基準

を示す。

※3) 遊離シアンとして。

また、試験盛土に設けた底設暗渠とストレーナーから浸出水と考えられる水を採水

し、自然由来の土壌汚染の可能性がある重金属等8項目、および水質の汚濁指標3項目

について水質の分析を行った。盛立2ヶ月後に採水した水から土壌汚染対策法の地下水

基準を上回る砒素の溶出が認められたが、その後1ヶ月経った水質試験では基準値を上

回る値は認められなかった。汚濁指標の一つであるpHは低下する傾向にあり、TPを除

き基準値を満足する。電気伝導率、有機体炭素につてはいずれの材料も基準値を上回

っている。

なお、採水された水が盛土を浸透した水であることを確認するため、材料の水分保

持特性を確認した上で飽和・不飽和浸透流解析を行うか、盛土内にテンシオメーター

や間隙水圧計を埋設して盛土内の降雨浸透特性を把握することが望まれる。
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表-参.4 採取した水の分析結果

図-参.12 盛土内の降雨浸透特性把握のための埋設計器設置位置図

10/30 12/12 10/30 12/12

土壌

溶出量試験

採水

ｽﾄﾚｰﾅｰ

採水
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採水

ｽﾄﾚー ﾅｰ

採水

底設置暗渠

採水

ｽﾄﾚー ﾅｰ

カドミウム及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.001 0.0003未満 0.0003未満 0.0003未満 0.001未満 0.0003未満 0.0005 0.0003未満

鉛及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満

六価クロム化合物 mg/L 0.05以下 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満

砒素及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.009 0.028 0.006 0.006 0.009 0.020 0.010 0.009

水銀及びその化合物 mg/L 0.0005以下 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満

セレン及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.002未満 0.002未満 0.002 0.002 0.002未満 0.002未満 0.004 0.002未満

ふっ素及びその化合物 mg/L 0.8以下 0.14 0.08未満 0.09 ☆ 0.39 0.09 0.21 0.15

ほう素及びその化合物 mg/L 1以下 0.13 0.15 0.27 0.17 0.04 0.10 0.13 0.09

水素イオン濃度 －

5.8～8.6

（排水基準）

6.0～7.5

（農業用水基準）

9.6 8.7(19℃) 6.9(23℃) － 9.9 9.0(20℃) 6.9(23℃) －

電気伝導率 mS/m
30 mS/m以下

（農業用水基準）
－ 1100 690 － － 820 690 －

有機体炭素（ＴＯＣ） mg/L
3以下

（水道水質基準）
－ 480 120 － － 220 180 －

※：☆は、浸潤水貯留不足により分析不可となったもの。
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採水

底設置暗渠

採水

ｽﾄﾚｰﾅｰ
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土壌

溶出量試験

採水

底設置暗渠

採水

底設置暗渠

カドミウム及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.001未満 0.0006 0.0003未満 0.0005 0.0003未満 0.001未満 0.0003未満 0.0005 0.001未満 0.0003未満 0.0003未満

鉛及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満

六価クロム化合物 mg/L 0.05以下 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.01未満 0.02 0.01未満

砒素及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.009 0.011 0.020 0.007 0.005未満 0.009 0.016 0.005未満 0.005 0.007 0.006

水銀及びその化合物 mg/L 0.0005以下 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満 0.0005未満

セレン及びその化合物 mg/L 0.01以下 0.002未満 0.002未満 0.002未満 0.004 0.002 0.002未満 0.002未満 0.006 0.002未満 0.002未満 0.004

ふっ素及びその化合物 mg/L 0.8以下 0.15 0.08未満 0.09 0.08 ☆ 0.39 0.08未満 0.05 1.4 0.08未満 0.07

ほう素及びその化合物 mg/L 1以下 0.16 0.21 0.20 0.21 0.17 0.04 0.10 0.05 0.02 0.04 0.04

水素イオン濃度 －

5.8～8.6

（排水基準）
6.0～7.5

（農業用水基準）

9.6 6.9(20℃) 7.4(20℃) 6.8(23℃) － 11.1 7.1(19℃) 7.0(23℃) 12.6 11.6(20℃) 9.0(21℃)

電気伝導率 mS/m
30 mS/m以下

（農業用水基準）
－ 660 940 690 － － 790 910 － 650 490

有機体炭素（ＴＯＣ） mg/L
3以下

（水道水質基準）
－ 150 230 170 － － 350 360 － 430 310

※：☆は、浸潤水貯留不足により分析不可となったもの。

特定有害物資

特定有害物資 12/12 1/30

TR

TC

第
２
種

特
定
有
害
物
質

（
重
金
属
等

）

汚
濁
指

標

単位
土壌汚染対策法

地下水基準

第

２
種
特
定
有
害

物
質

（
重
金

属
等

）

汚
濁
指
標

単位
土壌汚染対策法

地下水基準

TD

TS TP

1/30 1/30
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参考-5 ：復興資材の利用実績

環境省ホームページ「災害廃棄物処理情報サイト」より抜粋
（平成26年6月30日現在）

災害廃棄物由来の再生資材を活用している主な公共事業（グラフ）

災害廃棄物由来の再生資材を活用している主な公共事業一覧表
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